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１ 合併の方式

瀬棚郡瀬棚町、同郡北檜山町及び久遠郡大成町を廃し、その区域をもって新しい町を設置する新

設合併とする。

２ 合併の期日

合併の期日は、平成１７年９月１日とする。

３ 新町の名称

新町の名称は 「せたな町」とする。、

４ 事務所の位置

北檜山町役場の現庁舎を本庁舎とし、大成町役場及び瀬棚町役場の現庁舎は、現行組織から管理

機能を除く幅広い住民サービスを提供する総合支所的な別組織とする。

５ 財産及び公の施設の取扱い

３町の所有する財産、債務及び公の施設は、すべて新町に引き継ぐものとする。

基金については、その趣旨・目的に応じて統合し、新町においてその取扱いを調整する。

６ 議会の議員の定数及び任期の取扱い

（１）議会の議員定数は、２２人とする。

（２）３町の議会議員は、市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定を適用し、

合併後、平成１９年４月３０日まで引き続き新町の議会の議員として在任する。

（３）合併後の議員定数は、在任特例の適用期間においては３９人とし、適用期間後の定数につい

ては、新町の議会で再協議して決定する。

（４）選挙区の設置については、新町議会で決定する。

７ 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

（１）農業委員会委員の選挙による委員の定数は、２０人とする。

（２）新町に１つの農業委員会を置き、農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の合併

の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、北檜山町農業委員会の任期満了月ま

で引き続き新町の農業委員会委員の選挙による委員として在任をする。

（３）在任特例の適用期間後の選挙による委員の定数については、新町の議会で再協議して決定す

る。

８ 地方税の取扱い

３町で差異のある税制については、次のとおり取り扱うものとする。

（１）個人町民税については、次のとおり取り扱う。

ア 個人町民税均等割は、標準税率を適用する。

イ 納期は、瀬棚町の例による。

（２）固定資産税の納期については、大成町の例による。
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（３）特別土地保有税免税点については、北檜山町の例による。

（４）入湯税については、次のとおり取り扱う。

10ア 税率は 宿泊客に標準税率を適用する 入浴客は市町村の合併の特例に関する法律第、 。

条の規定により、合併後３年間は不均一課税とする。

イ 課税免除は、類似団体を参考に合併時に調整する。

（５）納税奨励金は廃止する。

９ 一般職員の身分の取扱い

（１）３町の一般職員は、すべて新町の職員として引き継ぐものとする。

（２）新町の職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努め

るものとする。

（３）職員の職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化から調整し、統一を図る。

（４）給与については、国給料表を基準とし、職員の処遇及び給与の適正化の観点から合併時に調

整し、統一を図る。なお、現職員については現給を保障し、合併後速やかに給料の格差是正を

行なうものとする。

１０ 地域自治組織及び地域協議会の取扱い

市町村の合併の特例に関する法律に基づく合併特例区を旧町毎に設置する。合併特例区協議会

を旧町毎に設置する。合併特例区の設置等に関する規約を別紙１のとおり定める。

１１ 特別職の身分の取扱い

（１）常勤の特別職

町長、助役、収入役、教育長の身分については、法令等の定めるところによる。

報酬等については、現行報酬額及び同規模自治体の報酬額の例をもとに、合併時までに調整

する。

（２）議会議員

議会議員の報酬については、現行報酬額及び同規模自治体の報酬額の例をもとに、合併時ま

でに調整する。

（３）行政委員会

行政委員会の委員の定数、任期については、法令の定めるところによる。ただし、公平委員

会は、檜山広域行政組合の取扱いにより決定する。

行政委員会の委員の報酬については、現行報酬額及び同規模自治体の報酬額の例をもとに、

合併時までに調整する。

（４）合併特例区の区長の報酬等については、合併時までに調整する。

（５）その他特別職（附属機関）

、 、 、その他の特別職については 合併により失職することとなるが 現に３町で設置されており

新町において引き続き設置する必要があるものは、原則として統合する。一つの町のみに設置

されているものは、新町においてその必要性、地域性を考慮し調整する。人数、任期、報酬額

は、現行の制度をもとに、調整する。
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１２ 条例規則等の取扱い

条例、規則等の取扱いについては、合併協議会において協議された各種事務事業等の調整内容

に基づき統一を図り 新町の事務事業に支障をきたさぬよう整備するものとする 整備方法は 条、 。 「

例、規則等の整備方針」に基づき調整を行なうものとする。

《条例、規則等の整備方針》

新町発足時（新設合併）には、大成町、瀬棚町、北檜山町の条例・規則等はすべてその効力を失うこ

となる。そのため、新町において新たに条例、規則等を制定し、施行する。なお、条例、規則等の制定

、 、 、にあたっては 合併協議会で協議・確認された各種事務事業等の調整内容に基づき 以下の区分により

整備するものとする。

施行の方法による区分★

合併と同時に町長職務執行者の専決処分により、即時制定し、施行する必要があるもの１

新設合併であるため、新町の発足とともに従来の条例、規則等は、すべて効力を失うこととなるこ

、 、 、 、とから 次の各号のいずれかに該当するものは 新町の設置時において新たに条例 規則等を制定し

施行する。

ア 法令により必ず制定が必要なもの又はこれらに準ずるもので、空白期間の許されないもの

イ 新町の組織、職員の勤務条件に関するもの

ウ 公の施設等の設置・管理・手数料等に関するもの

例規の種類による分類

条例・・・・・・・・・・制定権者（町長職務執行者）の専決処分により制定し施行する。

（地方自治法第 条第 項）179 1

規則、訓令、その他・・・制定権者（町長職務執行者）の職権により制定し施行する。

（地方自治法第 条第 項）15 1

合併後、一定の地域に暫定的に施行する必要があるもの２

、 、 、次の各号のいずれかに該当するものは 新町の条例 規則が制定されるまでの間の暫定措置として

従来その地域に施行されていた条例、規則を新町の条例、規則として引き続き施行する （地方自治。

法施行令第 条）3

ア ３町の制度に差異があり、合併時に統合が困難なもの

イ いずれかの町での条例であり、新町において全域に適用させるかの政策的判断を要するもの

ウ これまで適用されていたものを整理するまでの間施行するもの

合併後、逐次制定し、施行するもの３

次の各号のいずれかに該当するものは、原則どおり失効させ、新町の例規として必要なものは、合

併後、逐次制定し、施行する。

ア 新町職務執行者の専決処分による制定になじまないもの（議案提出権がない条例、各行政委員会

の規則等）

イ 新町長の政策判断を要することから、必要に応じ、合併後、逐次制定し、施行するもの
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１３ 組織及び機構の取扱い

新町の組織及び機構については 「新町の組織及び機構の整備方針」に基づき整備するものとす、

る。

《新町の組織及び機構の整備方針》

１ 基本的な考え方

、 、新町において総合的な行政サービスが提供できるよう 支所となる旧町の役場を有効活用し

窓口業務のほか、住民生活に密着した業務及び地域振興に関する業務を行うなど、行政サー

ビスが低下しないよう十分配慮した組織・機構とするものとする。

なお、新町の行政組織・機構の整備に関しては、行政サービス水準の維持に努めるよう、次

の方針により整備するものとする。

２ 整備方針

（１）北檜山町役場を本庁舎とし、大成町役場及び瀬棚町役場にそれぞれの行政区域を所管する

支所を置く。

（２）合併後の多様な行政問題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構とする。

（３）町民の声を適切に反映できる組織・機構とする。

（４）町民にわかりやすく、利用しやすい組織・機構とする。

（５）指揮命令系統を簡素化し、責任の所在が明確な組織・機構とする。

（６）簡素で効率的な組織・機構とする。

１４ 町・字の区域、名称の取扱い

（１）合併特例区の名称は、旧町の名称を用い、次のとおりとする。大成町は大成区、瀬棚町は瀬

棚区、北檜山町は北檜山区とする。

（２）大成町、瀬棚町及び北檜山町の区域内の字の区域については、現行のとおりとする。

（３）字の名称については、現行の名称から「字」を削除した名称に変更する。

（４）字の名称については、原則現行のとおりとし、３町において改称する場合は合併申請時まで

に調整する。

１５ 慣行の取扱い

（ ） 、 、 、 、 、 。１ 町章 町民憲章 町の花 町の木 町の鳥の取扱いについては 新町において新たに定める

（２）町の歌については、合併後必要に応じて制作する。 旧町の歌については、そのまま旧町の

歌として存続するものとする。

（３）宣言、慣行行事は、新町において新たに定める。

（４）表彰制度については、合併後新たに定める。ただし、現在の名誉町民については、旧町の例

により新町に引き継ぐ。

（５）キャッチフレーズ等については、新町において新たに検討する。
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１６ 広域連合、一部事務組合等の取扱い

（１）檜山北部広域連合は、合併の日の前日をもって解散し、合併の日に事務を新町に引き継ぐ。

（２）財産の取扱いについては、合併時までに関係町と協議して決定する。

（３）一部事務組合（檜山広域行政組合、北部檜山衛生センター組合）は、合併の日の前日をもっ

て当該組合を脱退し、新町において合併の日に当該組合に加入する。

（４）一部事務組合（狩場葬斎組合）は、合併の日の前日をもって解散し、合併の日にすべての事

務及び財産を新町に引き継ぐ。

（５）共同設置機構（檜山管内公平委員会）は、合併の日の前日をもって当該共同設置機構から脱

退し、新町において合併の日に当該共同設置機構に加入する。

（６）土地開発公社は、出資金を新町に移行する。

１７ 公共的団体等の取扱い

公共的団体等については、新町の速やかな一体性を確保するため、それぞれの自主性を尊重し

ながら統合するよう努めることとする。

（１）３町に共通している団体は、合併時に統合するよう調整に努めることとする。

（２）３町に共通している団体で、実情により合併時に統合できない団体は、合併後速やかに

統合するよう調整に努めることとする。

（３）３町に共通している団体で、統合に時間を要する団体は、将来統合するよう調整に努め

ることとする。

（４）国、北海道等の指導に基づき設置された団体は、関係機関の助言・指導等をもとに、そ

のあり方について協議していくものとする。

（５）各町独自団体は、原則として現行のとおりとする。

１８ 使用料、手数料等の取扱い

使用料、手数料等の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）手数料については、住民の一体性の確保を図るとともに、住民負担に配慮し「負担公平

の原則」により、合併時に統一する。

（２）占用料については、合併時に統一する。ただし、合併日前日までの間に許可されたもの

については、当該期間満了日まで占用料は旧町の例による。

（３）町営住宅の家賃については、合併後も当分の間現行のとおりとし、合併後に調整する。

（４）各種施設の使用料及び入浴料金については、原則として現行のとおりとし、合併後に調

整する。

１９ 補助金、交付金等の取扱い

、 、 、 、 、 、補助金 交付金等の取扱いについては 公共的必要性 事業目的 事業効果 従来からの経緯

実情等を勘案し次のとおり調整するものとする。

（１）同一あるいは同種の補助金等については、関係団体等の理解と協力を得て統一の方向で

調整する。

（２）各町独自の補助金等については、制度の経緯、活動内容等を踏まえ、新町全体の均衡を

保つよう調整する。
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（３）整理統合できる補助金等については、関係団体等の理解を得ながら活動内容、実績等を

精査し調整する。

２０ 国民健康保険制度の取扱い

国民健康保険事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）国民健康保険税率については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度課税分から統一のう

え課税する。

（２）国民健康保険税の課税限度額については、３町に差異がないため現行のとおり、５３万円

とする。

（３）国民健康保険税の介護納付金の課税限度額については、現行のとおり、８万円とする。

（４）国民健康保険税の賦課期日については、４月１日とする。

（５）国民健康保険税の納期については７期とし、６月課税で１２月までの納期とする。

（６）国民健康保険税の応能・応益割合については、一般被保険者分を概ね５０：５０とし、軽

減割合７割、５割、２割を適用させる。

（７）介護保険分については、介護納付金を確保するため、賦課割合は調整するものとする。

（８）国民健康保険事業財政調整基金については、新町に引き継ぎ統合するものとする。

（９）出産育児一時金については、３町に差異がないため現行のとおり、３０万円とする。

（ ）葬祭費については、北檜山町、瀬棚町の例により、３万円とする。10
（ ）各種検診助成事業については、合併後に調整する。11
（ ）高額療養費貸付事業については、現行のとおりとする。12

２１－１ 商工観光関係事業

商工業関係事業

商工業関係事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（ ） 、 、 。１ 中小企業融資制度については 平成１７年度は現行のとおりとし 平成１８年度に再編する

（２）中小企業経営安定資金利子補給制度については、平成１７年度は現行のとおりとし、平成１

８年度に再編する。

（３）商工会補助金については、合併後に再編する。

（４）企業誘致事業については、現行のとおり新町に引き継ぎ合併後に再編する。

観光事業

観光事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）各種イベント事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（２）観光ＰＲ事業については、新町においても積極的に推進する。

（３）観光施設については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

雇用対策事業

雇用対策事業については、次のとおりとする。

（１）国及び北海道の補助制度に基づく事業については、現行のとおり実施する。

（２）町単独事業については、合併時に再編する。
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新エネルギー事業

洋上風力発電施設については、新町に引き継ぐものとする。

２１－２ 都市計画・建設事業

都市計画事業

都市計画事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）都市計画区域マスタープランについては、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（２）都市計画区域については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（３）都市計画審議会については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（４）都市計画道路整備事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

建設事業

建設事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）道路認定については、路線名は現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

認定路線の路線番号については、合併時に統一するものとする。

（２）除雪委託については、委託方式も含め合併時までに調整する。

２１－３ 上下水道事業

水道事業

水道事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）水道事業特別会計については、合併年度は現行のとおりとし、一般会計の予算編成方法並び

に予算科目との整合性を図りながら、合併後に統一する。

（２）水道料金については、合併年度は現行のとおりとし、決算状況等を基に試算し、企業会計と

して適正に運営できる料金となるよう合併後に調整する。

下水道事業

下水道事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）下水道事業特別会計については、合併年度は現行のとおりとし、一般会計の予算編成方法並

びに予算科目との整合性を図りながら、合併後に統一する。

（２）下水道料金については、合併年度は現行のとおりとし、決算状況等を基に試算し、適正に運

営できる料金となるよう合併後に調整する。

（３）下水道受益者分担金の金額及び納期については、合併年度は現行のとおりとし、合併後に調

整する。

漁業集落排水事業

漁業集落排水事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）漁業集落排水事業特別会計については、合併年度は現行のとおりとし、一般会計の予算編成

方法並びに予算科目との整合性を図りながら、合併後に統一する。

（ ） 、 、 、２ 漁業集落排水事業料金については 合併年度は現行のとおりとし 決算状況等を基に試算し

適正に運営できる料金となるよう合併後に調整する。
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（３）漁業集落排水事業受益者分担金の金額及び納期については、合併年度は現行のとおりとし、

合併後に調整する。

２１－４ 消防・防災事業

（１）防災行政無線施設については、統一配備を含め合併後に再編する。

（２）消防団については、地域密着性、災害の地域特性を考慮し、合併時は現行のとおりとし、連

絡調整的要素から連合本部組織を設置する。なお、消防団の統合については、住民の要望等を

捉えながら将来に向け検討を進めることとする。

（３）消防団に連絡調整の役割を担う連合消防団長（団長兼務）を設ける。

（４）消防団員の定数については、現行のとおりとする。

（５）消防団員の処遇については、合併後に調整する。

２１－５ 環境衛生・環境保全事業

（１）クリーンアップ作戦事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（２）生ごみ堆肥化容器購入費補助制度については、合併時に廃止する。

（３）資源回収奨励制度については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。奨励金の交付基準

については、合併時に調整する。

（４）遺体搬送費助成制度については、合併時に廃止する。

２１－６ 教育事業

教育事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）高等学校教職員表彰は、北海道教育功績者表彰規則の例により再編する。

（２）その他の表彰は、合併後に新たな制度を定める。

（３）学校林については、新町に引き継ぐ。

（４）通学区域については、現行のとおりとする。

（５）通学定期補助制度については、瀬棚町の例により制度化し、対象範囲を新町で検討する。

（６）スクールバスの運行については、現行のとおりとし、車輌更新時に委託方式等を検討するも

のとする。

（７）奨学資金貸付制度については、合併後に統一する。合併日前日まで奨学資金貸付を受けてい

る者は、奨学資金貸付が終了するまでの間は旧町の例により取扱うものとする。ただし、合併

後に新たに貸付を受ける場合は、新制度を適用させるものとする。

（８）学校給食センターの運営については、合併年度は現行のとおりとし、委託方式を含め合併後

に統合する。

（９）給食費については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度以降は給食費の額を統一する。

（ ）有機米助成制度については、現行のとおりとする （拡大可能な農畜産物等については、合10 。

併後に検討する ）。

（ ）高等学校入学検定料、入学金及び授業料については、現行のとおりとし、道立高校の改定に11
あわせて合併後に検討する。

（ ）町立高等学校の生徒募集については、平成１７年度については現行のとおりとし、合併後に12
新町において町立高校の再編、統廃合を検討する。
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（ ）幼稚園の運営については、現行のとおりとする。13
（ ）幼稚園の入園料及び保育料については、現行のとおりとする。14
（ ）中学生生徒海外研修事業については、新町において継続実施する。15
（ ）町立高等学校の修学旅行は、現行のとおり新町において継続実施する。16
（ ）図書館等の管理運営については、現行のとおりとする。17
（ ）図書館等の施設間ネットワーク構築については、合併後に検討する。18
（ ）図書の貸出カードについては、合併後に統一する。19
（ ）成人式については、平成１７年度は大成町及び瀬棚町は従来のとおり実施し、内容を検討の20

上、北檜山町の日程で新町としての成人式を実施する。なお、既に実施している旧町の対象者

も新町の成人式の対象とする。

平成１８年度以降については、主催は新町の町長、事務は教育委員会で取扱うこととし、実

施時期、実施方法は新町で調整する。

２１－７ 福祉・保育・保健衛生事業

福祉事業

福祉事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）児童館については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（２）重度障害児（者）日常生活用具給付等制度については、現行のとおり新町に引き継ぐものと

する。

（３）身体・知的・児童障害者支援費制度については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（４）戦没者追悼式については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（５）平和祈念式典については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（６）災害弔慰金支給制度については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（７）社会福祉協議会に委託している事業については、新町においても引き続き委託するものとす

る。事業内容、委託料については、合併後に再編する。

（８）在宅介護支援センター事業所については、現行のとおり、新町に引き継ぐものとする。

（９）第２期高齢者保健福祉計画については、平成１７年度は旧町ごとの計画により従来どおり取

扱うものとする。第３期高齢者保健福祉計画については、合併後に新町において計画策定を行

うものとする。

（ ）生きがい活動支援通所事業については、現行のとおり新町に引き継ぎ、利用者負担金等につ10
いては、合併後に調整する。

（ ） 、 、 、11 在宅老人緊急通報システム事業については 業務は現行のとおり 新町に引き継ぐものとし

合併後、保守点検業務委託先等については、調整し一本化を図るものとする。

（ ）長寿祝金及び敬老金支給事業については、平成１７年度事業は、現行のとおり実施し、合併12
後は廃止の方向で検討する。

（ ）敬老会事業については、新町においても実施する。平成１７年度は、現行どおりの方法で実13
施し、合併後は、対象年齢、開催方法等について検討する。
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保育事業

保育事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）保育所の保育料については、合併年度は現行のとおりとし、合併後、段階的に調整する。

保育料管理事務については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（２）へき地保育所の保育料については、合併年度は現行のとおりとし、合併後、段階的に調整す

る。保育料管理事務については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（３）特別保育事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（４）学童児童保育については、合併後に再編し、利用料等の一元化を図るものとする。

保健衛生事業

保健衛生事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）健康相談事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。健康相談の方法等につ

いては、地区巡回の必要もあることから、合併後に検討する。

（２）生活習慣病検診事業については、平成１７年度は現行のとおり実施し、合併後に再編する。

ア 個人負担金は従来どおり徴収することとし、検診項目にあわせて料金体系を統一する。

イ 委託機関の一本化が図れるよう検討する。また、町内病院等での検診は、受け入れ体制を

考慮しながら、一般診療に支障がない範囲で実施する。

ウ 対象年齢を統一する。

（３）胃がん検診事業については、合併後に再編する。

ア 合併後は、委託先の一本化について検討する。

イ 自己負担金については、平成１７年度は現行のとおりとし、平成１８年度から徴収金を統

一する。

（４）インフルエンザ予防接種事業については、合併後に再編する。

ア 対象者、自己負担金等については、平成１７年度は現行のとおりとし、平成１８年度か

ら統一する。

イ 集団接種や個別接種等の方法についても検討する。

（５）健康まつり事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

２１－８ 介護保険事業

介護保険事業については、次のとおりとする。

（１）介護保険事業については、新町において取り扱うものとする。

（２）介護保険事業計画の策定については、３町を一体とした計画を策定し、平成１８年度から適

用する。

（ ） 、 、 。３ 介護保険の保険料については 合併年度は現行のとおりとし 翌年度から保険料を統一する

（４）第 号被保険者の普通徴収の納期については、７月から１２月までの年６回とする。1
（５）介護認定審査会については、新町において新たに設置する。

２１－９ 病院及び診療所事業

病院及び診療所については、現行どおり新町に引き継ぐ。

なお、病院については、利用実態や地域の人口を勘案し、財政規模に見合った運営方法等について
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必要な時期に見直しを図るものとする。

病院及び診療所の使用料・手数料については、合併時に統一する。

２１－１０ 広報・広聴事業

（１）ホームページについては、合併後に再編する。

（２）広報紙については、次のとおり合併後に再編するものとする。

ア 広報紙の編集に当たっては、編集会議を開催する。

イ 広報紙の内容については、合併後に検討する。

ウ 北檜山町の広報紙発行規則については、廃止とする。

エ ＤＴＰ機器のリース契約関係については、体制・活用方法を含め検討する。

（３）地区懇談会については、開催方法を検討し、合併後に再編するものとする。

さらには、広報・広聴機能の一層の強化を図るものとする。

２１－１１ 電算システム事業

電算システム統合基本方針

新町の電算システム事業の取扱いについては、住民サービスの低下を招かないよう合併時にシステ

ムを統合することとし、各庁舎間（本庁・支所等）のネットワークにより運用するものとする。

システム統合は、既存の電算機器等を有効に活用しながら、次の方針により調整する。

統合方針

（１）基幹システムについては、合併時までにシステム統合が確実に完了できる方式を採用する。

（ ） 、 、 、２ 基幹システム以外の個別業務システムについては 基幹システムとの連動性 統合の必要性

統合時期等を検討しながら調整する。

（３）ネットワークについては、合併時までに国の電子自治体構想に対応可能なネットワークを構

築することとし、複数庁舎に分散する職員の情報共有を効率的に行えるシステムとする。

２１－１２ 窓口サービス事業

窓口サービス事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）戸籍、住民基本台帳、諸証明及び税務窓口等業務については、住民サービスの低下を招かな

いよう十分配慮し再編整備するものとする。

（２）窓口業務取扱い時間については、新町の勤務時間とする。

（３）昼休みの対応については、本庁・支所ともに行うこととし、住民サービスに支障を来たさぬ

よう合併時までに調整する。

（４）土・日・祝日・夜間における窓口業務は、現行のとおり委託業務により対応する。

２１－１３ 交通関係事業

（１）町営バス運行事業については、当面、現行のとおりとする。

（２）生活交通路線バス対策事業については、当面現行のとおりとし、新町において再編する。

（３）福祉バス及び患者輸送バスについては、現行のとおりとし、車輌更新時に委託方式を検討す

る。
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２１－１４ 国際交流等事業

国際交流等事業については、次のとおりとする。

（１）国際交流推進アドバイザー設置については、合併後に旧北檜山町のＪＥＴ（外国語指導等を

行う外国青年）に再編する。

（２）地域間交流事業については、現行のとおりとし、新町として拡大、交流を図る。

（３）国際交流の集い受入事業については、現行のとおりとする。

（４）北檜山町の少年少女ふるさと探訪の旅事業については、合併後に調整する。

２１－１５ 姉妹都市等事業

姉妹都市事業については、新町として姉妹都市を結び、交流を拡大する。

２１－１６ 農林水産関係事業

農業関係事業

農業関係事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）農業振興地域整備計画については、現行の農業振興区域及び農業振興整備計画を新町に引き

継ぐものとし、新町において新たな農業振興地域整備計画を策定する。

（２）生産調整推進対策事業については、合併時は現行のとおり新町に引き継ぎ、合併前の産地づ

くり計画書を継承する。

新町に地域水田農業協議会を設置し、産地づくり計画等を策定する。

（３）農作物栽培奨励事業については、地域性・継続性を考慮し現行のとおり新町に引き継ぐもの

とする。

（４）農業融資制度については、合併時に再編する。

合併日前日までに融資を受けているものは、融資が終了するまでの間は旧町の例により取扱

うものとする。

ただし、合併後に新たに融資を受ける場合は、新制度を適用させるものとする。

（５）農業関連施設については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（６）農業担い手支援事業については、合併年度は現行のとおりとし、合併後に補助基準を統一す

る。

（７）有機農業推進事業及び有機農業特区については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

林業関係事業

林業関係事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（ ） 、 、 。１ 市町村森林整備計画については 地域の実情を踏まえ 新町において新たな計画を策定する

（２）造林事業については、現行のとおり新町に引き継ぎ、継続実施する。

（３）林業振興に関する補助事業等については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

檜山北部地区林業推進協議会負担金及び渡島流域林業活性化センター負担金については、新

町において調整する。

（４）有害鳥獣捕獲助成金については、合併時に北檜山町の制度に統一する。
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水産業関係事業

水産業関係事業の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）種苗放流事業については、合併年度は現行のとおりとし、合併後に補助基準を統一する。

（２）増養殖事業については、合併年度は現行のとおりとし、合併後に補助基準を統一する。

（３）水産関連施設については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

（４）港湾整備事業（マリンタウンプロジェクト）については、現行のとおり新町に引き継ぎ、計

画内容については新町において開発局と協議のうえ検討することとする。

２１－１７ その他事務事業

表彰制度

（１）名誉町民表彰については、合併後に再編する。

（２）町表彰の取扱いについては、次のとおりとする。

ア 表彰実績は新町に引き継ぐものとする。

イ 選定方法、表彰方法、時期については、合併後新町において再編する。

ウ 町職員、広域行政組合及び一部事務組合の職員は対象外とする。

（３）優良勤労青少年表彰については、表彰内容、方法、時期について検討し、合併後新町におい

て再編する。

情報公開制度

情報公開条例については、例規整備に合わせ全体的に見直し、合併後に再編する。

行政連絡員制度

、 。大成町の区長制度については 合併後に行政連絡員制度として名称も含め見直しを図るものとする

出生祝金支給制度

出生祝金支給制度については、合併時に北檜山町の例により統合する。

指定金融機関等

指定金融機関等については、次のとおりとする。

（１）指定金融機関については、渡島信用金庫を基本とし、手数料の統一、出納窓口派遣などの条

件整備も含めて、合併時までに調整する。

（２）収納代理金融機関及び収納代理郵便官署については、住民の利便性を考慮し、合併関係３町

において従来取り扱ってきた全ての金融機関とするよう合併時までに調整する。

２２ 新町建設計画

新町建設計画については、別添「新町まちづくりプラン」に定めるとおりとする。
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（協定項目１０：地域自治組織及び地域協議会の取扱い）

〔別紙１〕

せたな町合併特例区の設置等に関する規約

（合併特例区の設置）

第１条 市町村の合併の特例に関する法律（昭和 年法律第 号。以下「法」という ）第５条の８第１40 6 。

、 、 。項の規定に基づき 合併前に大成町 瀬棚町及び北檜山町の区域であった区域に合併特例区を設置する

（合併特例区の名称）

第２条 合併特例区の名称は、大成区、瀬棚区及び北檜山区とする。

（合併特例区の区域）

第３条 合併特例区の区域は次のとおりとする。

( )大 成 区 合併前の大成町の区域1
( )瀬 棚 区 合併前の瀬棚町の区域2
( )北檜山区 合併前の北檜山町の区域3

（合併特例区の設置期間）

第４条 合併特例区の設置期間は、合併の日から平成２２年３月３１日までとする。

（合併特例区の処理する事務）

第５条 法第５条の１３の規定に基づき、合併特例区は別表１に掲げる事務並びに別表２に掲げる公の施

設の設置及び管理を処理するものとする。

（合併特例区が設置及び管理する公の施設の名称・所在地）

第６条 合併特例区が設置及び管理を行う公の施設の名称及び所在地は別表２のとおりとする。

（合併特例区の事務所の位置）

第７条 合併特例区の事務所の位置は次のとおりとする。

大成区に係る合併特例区の事務所の位置 合併前の大成町字都４２７番地

瀬棚区に係る合併特例区の事務所の位置 合併前の瀬棚町字本町７１９番地

北桧山区に係る合併特例区の事務所の位置 合併前の北檜山町字徳島６３番地の１

（合併特例区の区長の任期等）

第８条 合併特例区の長の任期を２年とし、再任を妨げないものとする。

２ 合併特例区の長は、助役または支所長と兼務できるものとする。

（合併特例区協議会の構成員の合併市町村の長による選任及び解任の方法並びに任期）

第９条 合併特例区協議会の構成員は、合併特例区の区域内に住所を有する者で、せたな町の議会の議員

の被選挙権有するもののうちから、次の各号に掲げるものにつき、町長が住民の多様な意見が適切に反
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映されるように配慮して選任する１０人以内の委員をもって組織する。

( ) 公共的団体が推薦する者（農協または漁協、商工会、ＰＴＡ、町内会等のうちから５人以内）1
( ) 識見を有する者（３人以内）2
( ) 公募に応じた者（２人以内）3

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 委員は、再任を妨げない。

４ 委員の報酬等については、せたな町特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の規定に基づき支給

する。

、 、 。５ 町長は 委員が次に掲げる事由のいずれかに該当すると認めるときは 委員を解任することができる

( ) 心身の故障のため職務を行うことができないとき。1
( ) 職務上の義務違反があったとき。2

（合併特例区協議会の会長及び副会長の選任及び解任の方法）

第１０条 合併特例区協議会に会長及び副会長を１人置くこととし、任期は構成員の任期による。

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。

３ 会長及び副会長の解任については、合併特例区協議会における出席委員の過半数の議決に基づいて解

任することができる。

（合併特例区協議会の審議事項）

、 。第１１条 法第５条の２０第２項に規定する市町村の施策に関する重要事項とは 次に掲げる事項とする

( ) 新町建設計画の変更に関する事項1
( ) 公の施設の設置に関すること。2
( ) その他合併特例区協議会が町長との協議により認める事項3

（合併特例区協議会の会議）

第１２条 合併特例区協議会の会議（以下「会議」という ）は、町長又は合併特例区の長が招集する。。

２ 会議の議長は、会長がこれに当たる。

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。

４ 会議の議長は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

５ 前項の場合においては、議長は、委員として議決に加わることができない。

６ 会議は、原則として公開とする。ただし、議長が必要と認める場合は、会議に諮った上で公開しない

ことができる。

（合併特例区協議会の庶務）

第１３条 合併特例区協議会の庶務は、合併特例区の区域を所管する大成区事務所、瀬棚区事務所及び北

檜山区事務所において処理する。

（補足）

第１４条 この規約に定めるもののほか、合併特例区の組織及び運営に関し必要な事項は、合併特例区の

長が町長の承認を得て別に定める。
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附 則

１ この規約は、合併の日から施行する。

２ この規約は、合併特例区設置期間満了の平成２２年３月３１日にその効力を失う。

別表 １(第５条関係)

【大成区】

１ 大成地区懇談会開催事務

２ コミュニティ活動支援事業

３ クリーン作戦事業

４ スクールバス及び福祉バス・患者輸送バスの運行管理・委託事業

５ 各種イベント事業

【瀬棚区】

１ 瀬棚地区懇談会開催事務

２ コミュニティ活動支援事業

３ 花いっぱい運動事業

４ クリーン作戦事業

５ スクールバス及び福祉バス・患者輸送バスの運行管理・委託事業

６ 各種イベント事業

【北檜山区】

１ 北檜山地区懇談会開催事務

２ コミュニティ活動支援事業

３ 花いっぱい運動事業

４ クリーン作戦事業

５ スクールバス及び福祉バス・患者輸送バスの運行管理・委託事業（学校行事等バス

運行業務含む）

６ 各種イベント事業
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別表 ２（第５条、第６条関係）

【大成区】

上浦生活館 大成町字上浦５１６番地

花歌生活館 大成町字花歌１６８番地の２

富磯生活館 大成町字富磯６１番地の９

太田地区振興会館 大成町字太田８２番地

平浜会館 大成町字平浜１５４番地

平和記念公園 大成町字都７４番地１１

ことぶきの家

・東部ことぶきの家 大成町字久遠３５７番地の２

・都ことぶきの家 大成町字都２２５番地

・貝取澗ことぶきの家 大成町字貝取澗３７０番地

太田へき地保健福祉館 大成町字太田２９０番地

生活改善センター

・長磯生活改善センター 大成町字長磯

・宮野生活改善センター 大成町字宮野

【瀬棚区】

島歌生活館 瀬棚町字島歌３７３番地

共和生活改善センター 瀬棚町字共和３１２番地

大里生活改善センター 瀬棚町字西大里３１０番地４

大里コミュニティセンター 瀬棚町字西大里３１１番地６

開拓婦人ホーム 瀬棚町字東大里１８７番地

元浦漁村センター 瀬棚町字元浦４３９番地

白岩漁村センター 瀬棚町字島歌１６５番地２

元浦青年研修所 瀬棚町字元浦２１７番地

北島歌青年研修所 瀬棚町字北島歌５８番地

南川青年研修所 瀬棚町字南川４１番地１

吹込青年研修所 瀬棚町字島歌３４３番地

本町青年研修所 瀬棚町字本町５０２番地

水産物保管作業所 瀬棚町字三本杉６９番地

元浦共同作業所 瀬棚町字元浦１６２番地先 中歌漁港内

【北檜山区】

愛知集落センター 北檜山町字愛知８３７番地の６

若松自治会館 北檜山町字若松５１３番地

共和生活改善センター 北檜山町字共和６１６番地の２

富里生活改善センター 北檜山町字富里２１３番地の２
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濁川生活改善センター 北檜山町字若松４１４番地

小川生活改善センター 北檜山町字小川１５５番地

農村女性活性化センター 北檜山町字北檜山２１１番地の５

はまなす荘 北檜山町字太櫓３９８番地
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調 印 書

大成町、瀬棚町及び北檜山町は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２

第１項及び市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第３条第１項の規定

に基づき設置された「檜山北部３町合併協議会」において、上記のとおり合併に関する協議

が整ったので、ここに調印する。

平成１６年１２月７日

印大 成 町 長 花 田 千 賀 志

印瀬 棚 町 長 平 田 泰 雄

印北檜山町長 内 田 東 一
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立 会 人

檜山北部３町合併協議会

高 畑 實委員（大成町 議会議長）

檜山北部３町合併協議会

大 野 忠 勝委員（大成町 議会代表）

檜山北部３町合併協議会

奥 村 喜美男委員（大成町 議会代表）

檜山北部３町合併協議会

成 田 直 彦委員（大成町 町民代表）

檜山北部３町合併協議会

濱 口 敬 子委員（大成町 町民代表）

檜山北部３町合併協議会

朝 倉 満委員（大成町 町民代表）
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立 会 人

檜山北部３町合併協議会

柳 田 眞委員（瀬棚町 議会議長）

檜山北部３町合併協議会

濱 口 勝 利委員（瀬棚町 議会代表）

檜山北部３町合併協議会

桜 井 明 雄委員（瀬棚町 議会代表）

檜山北部３町合併協議会

用 名 要 一委員（瀬棚町 町民代表）

檜山北部３町合併協議会

新 保 静 夫委員（瀬棚町 町民代表）

檜山北部３町合併協議会

工 藤 芳 江委員（瀬棚町 町民代表）
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立 会 人

檜山北部３町合併協議会

斉 藤 洋一郎委員（北檜山町 議会議長）

檜山北部３町合併協議会

酒 井 誠 一委員（北檜山町 議会代表）

檜山北部３町合併協議会

真 柄 克 紀委員（北檜山町 議会代表）

檜山北部３町合併協議会

中 山 修 身委員（北檜山町 町民代表）

檜山北部３町合併協議会

石 川 文 枝委員（北檜山町 町民代表）

檜山北部３町合併協議会

中 島 勝 則委員（北檜山町 町民代表）
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立 会 人

檜山北部３町合併協議会

小 田 千 秋委員（檜山支庁地域政策部長）
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特 別 立 会 人

平 沼 栄 二北海道檜山支庁長




